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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第59期
第１四半期
連結累計期間

第60期
第１四半期
連結累計期間

第59期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 111,666 113,015 450,182

経常利益 (百万円) 8,211 5,782 38,995

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,081 2,634 21,147

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,456 3,865 23,117

純資産額 (百万円) 194,623 202,786 207,479

総資産額 (百万円) 423,539 442,587 460,259

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 52.27 27.17 217.54

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.6 44.5 43.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 32,344 28,333 33,709

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △8,184 △8,827 △23,012

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △4,929 △8,323 △11,270

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 116,924 109,820 97,802

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間のベネッセグループの連結業績は、対前年同期比増収減益となりました。

連結売上高は、1,130億１千５百万円と、対前年同期比1.2％の増収となりました。

増収の主な要因は、国内教育事業領域において、主力の通信教育講座「進研ゼミ」「こどもちゃれん

じ」の延べ在籍数が減少したことに伴う減収があったものの、学校向け教育事業が好調に推移し売上を

伸ばしたこと、海外教育事業領域において、中国を中心に通信教育講座の延べ在籍数が増加したこと、シ

ニア・介護事業領域において、高齢者向け生活ホーム数を拡大し入居者数が増加したこと、語学・グ

ローバル人材教育事業領域において、円安による為替換算時のプラス影響があったこと等です。

連結営業利益は、国内教育事業領域における「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の減収に伴う減益

や、当第１四半期に「進研ゼミ中学講座」の中学１年生向けに「チャレンジタブレット」を提供したこ

とによる費用を計上したこと等により、56億８千９百万円と、対前年同期比31.9％の減益となりました。

連結経常利益は、57億８千２百万円と、対前年同期比29.6％の減益となりました。

連結四半期純利益は、経常利益の減益に加え、平成24年４月に㈱ベネッセスタイルケアが㈱ボンセ

ジュールと合併したことに伴い、前年同期は繰延税金資産が増加し法人税等が減少していたこと等によ

り、26億３千４百万円と、対前年同期比48.2％の減益となりました。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　
[国内教育事業領域]

国内教育事業領域の連結売上高は、628億９千７百万円と、対前年同期比1.4％の減収となりました。

減収の主な要因は、主力の通信教育講座「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の延べ在籍数が減少した

ことです。一方、学校向け教育事業は高校生を対象とした学習・進路指導教材を中心に好調に推移し、売

上を伸ばしました。

営業利益は、学校向け教育事業の増収に伴う増益があったものの、「進研ゼミ」「こどもちゃれん

じ」の減収に伴う減益、及び当第１四半期に「進研ゼミ中学講座」の中学１年生向けに「チャレンジタ

ブレット」を提供したことによる費用を計上したこと等により、60億４千１百万円と、対前年同期比

28.9％の減益となりました。
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[海外教育事業領域]

海外教育事業領域の連結売上高は、42億１千７百万円と、対前年同期比52.9％の増収となりました。

増収の主な要因は、中国で教材の価格を改定したこと、及び中国、韓国、台湾で通信教育講座の延べ在

籍数が増加したことです。

利益面では、中国以外の新規国での費用の増加等があったものの、増収に伴う増益により、営業損失が

３億２千２百万円と前年同期の５億９千４百万円から改善しました。

　
[生活事業領域]

生活事業領域の連結売上高は、59億１百万円と、対前年同期比5.6％の減収となりました。

減収の主な要因は、女性向け趣味の講座「はんど＆はあと」の事業収束、及び妊娠・出産・育児雑誌

「たまごクラブ」「ひよこクラブ」の売上が減少したことです。一方で、女性限定サイトの「ウィメン

ズパーク」が広告売上を伸ばしました。

利益面では、妊娠・出産・育児に特化した通信販売サイト「ウィメンズモール」の費用削減、及び

「ウィメンズパーク」の増収に伴う増益等により、１億４千６百万円の営業利益（前年同期は１億７千

４百万円の営業損失）となりました。

　
[シニア・介護事業領域]

シニア・介護事業領域の連結売上高は、189億１千１百万円と、対前年同期比3.3％の増収となりまし

た。

増収の主な要因は、高齢者向け生活ホーム数を前年同期比15ホーム拡大し、入居者数が順調に増加し

たことです。

営業利益は、増収に伴う増益等により、６億１千４百万円と、対前年同期比20.0％の増益となりまし

た。

　
[語学・グローバル人材教育事業領域]

語学・グローバル人材教育事業領域の連結売上高は、157億７千７百万円と、対前年同期比3.5％の増

収となりました。

増収の主な要因は、Berlitz （ベルリッツ）Corporationの語学教育事業における語学レッスン数の

減少による減収、及びELS事業（留学支援事業）の減収等があったものの、円安による為替換算時のプラ

ス影響があったことです。

利益面では、円安による為替換算時のプラス影響を除いた米ドルベースでの実質的な減収に伴う減益

等により、２億４千６百万円の営業損失（前年同期は１億６千４百万円の営業利益）となりました。

　
[その他]

その他の連結売上高は、Benesse Hong Kong Co., Ltd.、及び㈱シンフォームがグループ内への売上を

増やしたこと等により、123億２千５百万円と対前年同期比12.1％の増収となりました。

営業利益は、㈱TMJの減収に伴う減益等により、２億８千５百万円と、対前年同期比14.0％の減益とな

りました。

　
（注）１.　上記セグメントの業績に記載している売上高は、「セグメント間の内部売上高又は振替高」を含んだ

  金額を記載しております。

　　　２.　消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「(1)業績の状況」に記載した金額には消費

  税等は含まれておりません。

　　　３.　Berlitz Corporationは、日本における子会社であるベルリッツ・ジャパン㈱をはじめ世界各国に子会

  社を通じて語学教育事業等を展開しておりますが、全ての子会社はBerlitz Corporationに連結されて

  おり、Berlitz Corporation グループを１社としております。
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（販売実績）

セグメントの名称

販売高(百万円)

前年同期比
（％）

前連結会計年度
（４月～３月累計）
（百万円）

前第１四半期
連結累計期間

（４月～６月累計）

当第１四半期
連結累計期間

（４月～６月累計）

国内教育事業領域 　 　 　 　

　　高校講座事業 7,802 7,452 95.5 26,872

　　中学講座事業 12,559 11,689 93.1 45,093

　　小学講座事業 19,789 19,229 97.2 74,704

  　こどもちゃれんじ事業 5,950 5,510 92.6 24,228

  　学校向け教育事業 8,868 9,920 111.9 40,713

  　その他 8,772 8,984 102.4 42,287

小計 63,742 62,786 98.5 253,902

海外教育事業領域 2,757 4,217 152.9 13,041

生活事業領域 6,251 5,901 94.4 25,269

シニア・介護事業領域 18,289 18,899 103.3 73,907

語学・グローバル人材教育事業領域 15,225 15,742 103.4 61,547

その他 5,400 5,467 101.2 22,515

合計 111,666 113,015 101.2 450,182

（注）「セグメント間の内部売上高又は振替高」は含んでおりません。

　

（国内教育事業領域における進研ゼミ事業の概要）

進研ゼミは、幼児から大学受験者までを対象とした通信教育講座であり、通信添削を中心として毎月継続

的に行う家庭学習システムであります。各講座の延べ在籍数は次のとおりであります。

講座

延べ在籍数（千人）

前年同期比
（％）

前連結会計年度
（４月～３月累計）

（千人）

前第１四半期
連結累計期間

（４月～６月累計)

当第１四半期
連結累計期間

（４月～６月累計)

高校講座 928 890 95.9 3,188

中学講座 2,240 2,088 93.2 8,058

小学講座 5,362 5,109 95.3 20,092

こどもちゃれんじ 3,362 3,089 91.9 13,931

合計 11,894 11,177 94.0 45,271

　

（シニア・介護事業領域における高齢者向け生活ホーム数）

シリーズ

高齢者向け生活ホーム数（ヵ所）

増減数
（ヵ所）

前連結会計年度
（３月末日）
（ヵ所）

前第１四半期
連結会計期間
（６月末日)

当第１四半期
連結会計期間
（６月末日)

アリア 16 18 2 18

くらら 40 40 ― 40

グラニー＆グランダ 87 92 5 92

まどか 47 49 2 48

ボンセジュール 31 34 3 34

ここち 4 7 3 6

合計 225 240 15 238
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（語学・グローバル人材教育事業領域におけるBerlitz Corporationの語学レッスン数）

地域

語学レッスン数（千レッスン）

前年同期比
（％）

前連結会計年度
（１月～12月累計）
（千レッスン）

前第１四半期
連結累計期間

（１月～３月累計）

当第１四半期
連結累計期間

（１月～３月累計）

アメリカズ 510 443 86.9 2,035

ヨーロッパ 829 786 94.8 3,177

アジア 436 417 95.5 1,793

合計 1,776 1,647 92.7 7,007

（注）語学レッスン数は、直営センターにおける数値を示しております。

　

(2)財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間の総資産は、4,425億８千７百万円と、前連結会計年度に比べ3.8％、176億

７千１百万円減少しました。

流動資産は、2,280億２百万円と、前連結会計年度に比べ8.3％、206億６千万円減少しました。この減少

は、主に未収入金の減少によるものです。

有形固定資産は、999億６千７百万円と、前連結会計年度に比べ2.3％、22億１百万円増加しました。

無形固定資産は、553億７千１百万円と、前連結会計年度に比べ0.7％、４億円増加しました。

投資その他の資産は、592億４千５百万円と、前連結会計年度に比べ0.7％、３億８千６百万円増加しま

した。

　

（負債）

当第１四半期連結会計期間の総負債は、2,398億円と、前連結会計年度に比べ5.1％、129億７千９百万

円減少しました。

流動負債は、1,416億８千３百万円と、前連結会計年度に比べ9.9％、156億８百万円減少しました。この

減少は、主に買掛金や未払金、未払法人税等の減少によるものです。

固定負債は、981億１千７百万円と、前連結会計年度に比べ2.8％、26億２千８百万円増加しました。こ

の増加は、主にリース債務及び受入入居保証金の増加によるものです。

　

（純資産）

当第１四半期連結会計期間の純資産は、2,027億８千６百万円と、前連結会計年度に比べ2.3％、46億９

千２百万円減少しました。この減少は、四半期純利益の計上があったものの、剰余金の配当、及び自己株

式の取得があったこと等によるものです。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、投資活動による

資金の支出88億２千７百万円、財務活動による資金の支出83億２千３百万円があったものの、営業活動

による資金の獲得283億３千３百万円等により120億１千７百万円増加し、1,098億２千万円（対前年同

期末比6.1％減）となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

法人税等の支払額103億２千３百万円、未払金の減少58億５千３百万円等の資金の減少があったもの

の、税金等調整前四半期純利益60億９千３百万円、未収入金の減少322億１千１百万円、及びたな卸資産

の減少61億８百万円等により、営業活動によるキャッシュ・フローは283億３千３百万円の資金の獲得

となりました。

また、前第１四半期連結累計期間と比較して資金の獲得が40億１千１百万円減少（対前年同期比

12.4％収入減）しておりますが、主に、当第１四半期連結累計期間において、税金等調整前四半期純利益

が23億５千２百万円減少したこと、法人税等の支払額が16億３千９百万円増加したことによるもので

す。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

ソフトウエアの取得による支出32億７千６百万円、有形固定資産の取得による支出20億１千１百万

円、定期預金の増加12億６千７百万円、有価証券の取得・売却による収支が10億２千３百万円の支出等

により、投資活動によるキャッシュ・フローは88億２千７百万円の支出となりました。

また、前第１四半期連結累計期間と比較して資金の支出が６億４千２百万円増加（対前年同期比

7.9％支出増）しておりますが、主に、定期預金の純増減額が12億６百万円の支出増となったことによる

ものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

配当金の支払額44億６千９百万円、自己株式の取得による支出37億２千万円等により、財務活動によ

るキャッシュ・フローは83億２千３百万円の資金の支出となりました。

また、前第１四半期連結累計期間と比較して資金の支出が33億９千３百万円増加（対前年同期比

68.9％支出増）しておりますが、主に、自己株式の取得による支出が37億１千９百万円増加したことに

よるものです。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は７億４千５百万円で

あります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 405,282,040

計 405,282,040

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 102,453,453102,453,453
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数100株

計 102,453,453102,453,453― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年６月30日 ― 102,453,453 ― 13,600 ― 29,358
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

―
　

普通株式 単元株式数100株
5,241,600 　

完全議決権株式(その他)
普通株式

970,559 単元株式数100株
97,055,900

単元未満株式
普通株式

― １単元（100株）未満の株式
155,953

発行済株式総数 102,453,453― ―

総株主の議決権 ― 970,559 ―

(注) １. 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,100株（議決権41個）が含まれ

ております。

　　 ２. 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式63株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 岡山市北区南方三丁目７番
1７号

5,241,600― 5,241,6005.11
㈱ベネッセホールディングス

計 ― 5,241,600― 5,241,6005.11

(注) 平成25年６月30日現在の自己名義所有株式数及び所有株式数の合計は6,262,700株であり、発行済株式総数に対する

所有株式数の割合は6.11％であります。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、平成25年７月１日付で、次のとおり役職の異動を行っております。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（グループ経営企画本部長）

取締役
（　　　　　―　　　　　）

小林　仁 平成25年７月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 72,464 74,750

受取手形及び売掛金 30,108 29,962

有価証券 57,491 71,353

商品及び製品 21,105 14,623

仕掛品 3,911 4,782

原材料及び貯蔵品 1,807 1,451

その他 63,463 32,821

貸倒引当金 △1,686 △1,743

流動資産合計 248,663 228,002

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 31,166 30,921

土地 37,326 37,338

その他（純額） 29,272 31,707

有形固定資産合計 97,765 99,967

無形固定資産

のれん 20,233 19,859

その他 34,736 35,511

無形固定資産合計 54,970 55,371

投資その他の資産

投資有価証券 19,072 19,293

その他 39,851 40,019

貸倒引当金 △65 △67

投資その他の資産合計 58,859 59,245

固定資産合計 211,595 214,584

資産合計 460,259 442,587
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,721 11,674

短期借入金 － 100

1年内返済予定の長期借入金 250 250

未払法人税等 9,048 3,229

前受金 88,710 88,366

添削料引当金 679 977

賞与引当金 6,874 3,149

返品調整引当金 362 362

その他 36,645 33,574

流動負債合計 157,291 141,683

固定負債

長期借入金 31,250 31,250

退職給付引当金 3,471 3,561

役員退職慰労引当金 224 225

その他 60,542 63,080

固定負債合計 95,488 98,117

負債合計 252,780 239,800

純資産の部

株主資本

資本金 13,600 13,600

資本剰余金 29,358 29,358

利益剰余金 182,935 180,951

自己株式 △18,007 △21,727

株主資本合計 207,886 202,182

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,183 1,757

為替換算調整勘定 △7,172 △6,302

在外連結子会社年金債務調整額 △549 △596

その他の包括利益累計額合計 △6,538 △5,140

新株予約権 458 141

少数株主持分 5,671 5,603

純資産合計 207,479 202,786

負債純資産合計 460,259 442,587
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 111,666 113,015

売上原価 60,907 63,945

売上総利益 50,759 49,069

返品調整引当金戻入額 393 362

返品調整引当金繰入額 385 362

差引売上総利益 50,767 49,070

販売費及び一般管理費

ダイレクトメール費 ※１
 5,856

※１
 5,534

広告宣伝費 ※１
 2,732

※１
 2,856

給料及び手当 8,429 8,754

賞与引当金繰入額 1,214 1,264

退職給付引当金繰入額 367 357

役員退職慰労引当金繰入額 19 19

貸倒引当金繰入額 108 246

その他 23,687 24,346

販売費及び一般管理費合計 42,416 43,380

営業利益 8,350 5,689

営業外収益

受取利息 105 98

固定資産賃貸料 125 120

投資有価証券売却益 50 185

投資事業組合運用益 － 332

デリバティブ運用収益 214 －

その他 87 129

営業外収益合計 584 866

営業外費用

支払利息 172 307

固定資産賃貸費用 63 57

為替差損 339 22

デリバティブ運用損失 － 284

その他 148 101

営業外費用合計 723 774

経常利益 8,211 5,782

特別利益

固定資産売却益 47 －

国庫補助金 － 2

新株予約権戻入益 224 317

特別利益合計 272 320

特別損失

固定資産圧縮損 － 2

投資有価証券評価損 38 －

会員権解約損 － 6

特別損失合計 38 8

税金等調整前四半期純利益 8,445 6,093

法人税等 3,521 3,630

少数株主損益調整前四半期純利益 4,924 2,463

少数株主損失（△） △156 △170

四半期純利益 5,081 2,634
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,924 2,463

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △114 574

為替換算調整勘定 669 870

在外連結子会社年金債務調整額 △24 △47

持分法適用会社に対する持分相当額 1 3

その他の包括利益合計 532 1,401

四半期包括利益 5,456 3,865

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,612 4,031

少数株主に係る四半期包括利益 △155 △166
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 8,445 6,093

減価償却費 4,147 4,279

引当金の増減額（△は減少） △3,558 △3,696

その他の損益（△は益） △80 △529

売上債権の増減額（△は増加） 553 734

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,397 6,108

未収入金の増減額（△は増加） 32,052 32,211

仕入債務の増減額（△は減少） △3,159 △3,261

未払金の増減額（△は減少） △6,969 △5,853

前受金の増減額（△は減少） △851 △1,336

その他の資産・負債の増減額 6,095 4,076

小計 41,073 38,826

利息及び配当金の受取額 127 138

利息の支払額 △173 △308

法人税等の支払額 △8,683 △10,323

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,344 28,333

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △16,462 △23,526

有価証券の売却による収入 11,911 22,503

有形固定資産の取得による支出 △1,182 △2,011

ソフトウエアの取得による支出 △2,182 △3,276

投資有価証券の取得による支出 △666 △1,189

投資有価証券の売却による収入 201 541

定期預金の純増減額（△は増加） △60 △1,267

その他 256 △602

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,184 △8,827

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 100

長期借入金の返済による支出 △3 －

配当金の支払額 △4,467 △4,469

自己株式の取得による支出 △0 △3,720

リース債務の返済による支出 △294 △345

その他 △163 111

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,929 △8,323

現金及び現金同等物に係る換算差額 750 835

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 19,981 12,017

現金及び現金同等物の期首残高 96,942 97,802

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 116,924

※1
 109,820
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　該当事項はありません。

　
(会計方針の変更等)

　該当事項はありません。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

税金費用の計算

当社及び国内連結子会社は、税金費用について、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　該当事項はありません。

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　ダイレクトメール費及び広告宣伝費の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

当社グループのダイレクトメール費及び広告宣伝費は第３四半期連結会計期間から第４四半期連結会

計期間にかけて著しく増加する傾向にあります。当第１四半期連結累計期間のダイレクトメール費及び

広告宣伝費の合計額は8,391百万円であります。

なお、前連結会計年度及び前第１四半期連結累計期間のダイレクトメール費及び広告宣伝費の合計額

は、それぞれ43,994百万円及び8,588百万円であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

現金及び預金勘定 69,427百万円 74,750百万円

有価証券勘定 78,414 71,353

預入期間が３ヵ月を超える定期預金等 △3,261 △5,925

運用期間が３ヵ月を超えるユーロ円債
・コマーシャルペーパー等

△27,656 △30,358

現金及び現金同等物 116,924 109,820
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,617 47.50平成24年３月31日 平成24年６月25日

　

２．基準日が前第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

自己株式の消却

当社は、前第１四半期連結累計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式1,700,000株を消却いた

しました。これにより、利益剰余金5,840百万円及び自己株式5,840百万円がそれぞれ減少しております。

　

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,617 47.50平成25年３月31日 平成25年６月24日

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

自己株式の取得

当社は、当第１四半期連結累計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式1,020,700株、3,719百万

円を取得いたしました。なお、当第１四半期連結会計期間末における自己株式は6,262,783株、21,727百万

円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

国内教育
事業領域

海外教育
事業領域

生活
事業領域

シニア・
介護
事業領域

語学・グ
ローバル
人材教育
事業領域

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 63,7422,7576,25118,28915,225106,2665,400111,666― 111,666

セグメント間の

内部売上高又は振替高
79 ― 0 11 20 112 5,5935,705△5,705 ―

計 63,8222,7576,25218,30015,246106,37810,993117,372△5,705111,666

セグメント利益

又は損失（△）
8,499△594 △174 512 164 8,407 332 8,739△388 8,350

　(注)１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、テレマーケティング事業、コン

ピュータ情報処理サービス事業及びシステム開発販売事業等を含んでおります。

　　　２.  セグメント利益又は損失（△）の調整額△388百万円には、セグメント間取引消去117百万円、各報告セグメント

には配分していない全社費用△505百万円が含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない持株会社に係る費用であります。

　　　３.  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

国内教育
事業領域

海外教育
事業領域

生活
事業領域

シニア・
介護
事業領域

語学・グ
ローバル
人材教育
事業領域

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 62,7864,2175,90118,89915,742107,5475,467113,015― 113,015

セグメント間の

内部売上高又は振替高
110 0 ― 11 34 157 6,8577,014△7,014 ―

計 62,8974,2175,90118,91115,777107,70512,325120,030△7,014113,015

セグメント利益

又は損失（△）
6,041△322 146 614 △246 6,233 285 6,519△829 5,689

　(注)１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、テレマーケティング事業、コン

ピュータ情報処理サービス事業及びシステム開発販売事業等を含んでおります。

　　　２.  セグメント利益又は損失（△）の調整額△829百万円には、セグメント間取引消去224百万円、各報告セグメント

には配分していない全社費用△1,053百万円が含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない持株会社に係る費用等であります。

　　　３.  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 52円27銭 27円17銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 5,081 2,634

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 5,081 2,634

普通株式の期中平均株式数(千株) 97,212 96,949

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

当社の新株予約権１種類
（新株予約権の数2,270個）
なお、上記新株予約権につき
ましては、平成24年６月30日
をもって新株予約権の権利行
使期間終了により、権利失効
しております。

当社の新株予約権１種類
（新株予約権の数4,420個）
なお、上記新株予約権につき
ましては、平成25年６月30日
をもって新株予約権の権利行
使期間終了により、権利失効
しております。

　(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第59期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）期末配当については、平成25年５月10日開催の

取締役会において、平成25年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に

対し、次のとおり期末配当を行うことを決議しました。

①配当金の総額 4,617 百万円

②１株当たりの金額 47.50 円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年６月24日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　 　
平成25年８月６日

　

株式会社ベネッセホールディングス

取締役会  御中

　

　 有限責任監査法人　トーマツ 　 　 　 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    村    上    眞    治    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    合    弘    泰    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    長    沼    洋    佑    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ベネッセホールディングスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期
連結会計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１
日から平成25年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベネッセホールディングス及び連結
子会社の平成25年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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